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役場からのお知らせ役場からのお知らせ

　
平
成

２１
年

１２
月
か
ら
の
新
し
い
農
地

制
度
の
も
と
で
、
農
地
転
用
規
制
が
厳

格
化
さ
れ
ま
し
た
。
厳
格
化
の
例
と
し

て
は
、
学
校
、
社
会
福
祉
施
設
、
庁
舎

な
ど
の
公
共
施
設
も
許
可
の
対
象
に
な

り
ま
し
た
。

 
農
地
を
転
用
す
る
場
合
に
は
農
地
法

の
許
可
が
必
要
で
す
が
、
許
可
を
受
け

な
い
で
行
わ
れ
る
い
わ
ゆ
る
「
無
断
転

用
」
が
後
を
絶
ち
ま
せ
ん
。
農
業
者
を

は
じ
め
、
開
発
な
ど
に
携
わ
る
人
も
農

地
転
用
許
可
制
度
を
正
し
く
理
解
し
て
、

法
令
厳
守
に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

◆
農
地
転
用
と
は

　
農
地
を
住
宅
や
工
場
な
ど
の
建
物
敷

地
、
資
材
置
場
、
駐
車
場
、
墓
地
、
道

水
路
、
山
林
な
ど
農
地
以
外
の
用
地
に

転
換
す
る
こ
と
で
す
。
な
お
、
一
時
的

に
資
材
置
場
や
砂
利
採
取
場
な
ど
に
利

用
す
る
こ
と
も
転
用
に
な
り
ま
す
。

◆
農
業
用
施
設
の
建
築

　
自
分
の
農
地
に
農
業
用
施
設
（
２
０

０
㎡
未
満
）
を
建
築
す
る
場
合
は
、
許

可
不
要
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
農
地
に

よ
っ
て
は
農
地
法
以
外
の
各
法
令
が
関

連
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
建
築

を
予
定
さ
れ
て
い
る
方
は
、
農
業
委
員

会
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
２
０
０
㎡
以
上
や
自
分
の
農

地
以
外
に
建
築
す
る
場
合
は
転
用
許
可

が
必
要
で
す
。

◆
農
地
の
相
続
な
ど
に
関
す
る
届
け
出

　
平
成

２１
年

１２
月

１５
日
に
改
正
農
地
法

が
施
行
さ
れ
、
相
続
や
時
効
取
得
な
ど
、

農
地
法
の
許
可
を
要
し
な
い
権
利
取
得

に
つ
い
て
は
、
農
地
の
あ
る
農
業
委
員

会
に
届
け
出
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　
「
届
出
書
」
は
農
業
委
員
会
ま
た
は

佐
賀
支
所 

地
域
住
民
課
に
あ
り
ま
す
。

※
こ
の
届
け
出
は
、
権
利
取
得
の
効
力

を
発
生
さ
せ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
所
定
の
登
記
手
続
き
が
別
に
必

要
に
な
り
ま
す
。

　
　
農
業
委
員
会
事
務
局

蕁
４
３
―
１
８
８
８

　
　
ま
た
は
、
地
元
農
業
委
員
ま
で

農
業
委
員
会
だ
よ
り

問

区　分 法　令 申　　請　　内　　容 備　　　　考

売　買
賃貸借

農地法
第3条

農地を農地として売買する場合、または賃貸借
などにより権利を設定する場合
（贈与含む。農業経営基盤促進法による権利設定
は除く。）

（農業委員会許可）
【許可基準】
下限面積30アール以上、
農作業従事日数150日など

農地形状変更

農家の方が、自己所有地で段差のある田や畑に自ら客土や切土し、耕作しやすい
ように農地を改良する場合、農業委員会へあらかじめ「農地形状変更届出」を提
出した上で、形状変更を行うようにお願いします。
※農地を農地として使用することが条件です。

非　農　地　証　明

非農地とは、土地登記簿上の地目が農地（田・畑）で、その現状が農地以外の土地
になっているもので、一定の条件を満たしている場合、非農地として証明を受け
ることができる土地です。（証明料2,000円）

転　用

農地法
第4条

農地の所有者が自ら農地を転用する場合
（自分の農地を住宅・駐車場などに転用）

（県知事許可）

農地法
第5条

農地の転用を目的とした賃借・売買を行う場合（事
業者などが農地を買って転用）

（県知事許可）

◆申請から許可までの流れ
　毎月20日に締め切り、翌月の7日前後に開催する農業委員会で審議し、可否の判断をします。
　また、転用の農地法第4条および第5条申請は、農業委員会で可決した場合、意見を付して10日まで
に県知事に送付します。県知事は農地法の許可基準により審査し、月末に開催される「高知県農業会議」
の意見を聞いたうえで、転用の可否を判断します。


